様式第１－１号（第５条関係）
令和８年７月１７日　
提出日（郵送の場合は投函日）を記入

茨城県知事　殿

（申請者）　
                        住　所　水戸市笠原町９７８－６
　　　　　  氏　名　茨城太郎
　　　　　　　　　　　連絡先　０２９－０００―０００
　　　　　　　
令和８年度いばらきの米トップランナー産地拡大事業費補助金交付申請書
令和６年度及び令和７年度いばらき米の極み頂上コンテスト
又は全国コンテストにおける入賞者


　令和８年度において別添のとおり事業を実施したいので、いばらきの米トップランナー産地拡大事業費補助金交付要項第５条の規定に基づき、いばらきの米トップランナー産地拡大事業費補助金３５,４０３円の交付を申請します。
申請額を記入。３枚目の３（２）の県補助金額と一致させてください。






様式第１－１号別添

１　事業実施主体の概要受賞実績を記入し、交付要項別表１に基づき獲得ポイントを記入。
入力補助シート（Excel）のタブ「ポイント計算シート」もご参照ください。

	氏名又は法人名
	
茨城　太郎
（法人の場合は代表者の氏名も記載：　　　　　　　　　　　　）

	住所
	水戸市笠原町９７８－６

	電話番号
	０２９―０００―０００

	メールアドレス
	taro@ibaraki.lg.jp



２　コンテスト入賞実績
	コンテスト名
	令和７年度
	令和６年度

	
	順位または入賞名
	ポイント
	順位または入賞名
	ポイント

	いばらき米の極み頂上コンテスト
	ローズドール賞
	５
	
	

	米・食味分析鑑定コンクール：国際大会
	
	
	【国際総合部門】特別優秀賞
	２

	お米日本一コンテスト in しずおか
	
	
	最高金賞
	２

	全日本お米グランプリ in 北広島町
	
	
	銀賞
	１

	あなたが選ぶ日本一おいしい米コンテストin庄内町
	優秀金賞
	4
	
	

	大阪府民のいっちゃんうまい米コンテスト
	入賞
	３
	
	

	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	
	
	



合計ポイント　　１７　　　　　　　


３　事業の実施内容希望するコンテストに〇を記入

（１）出品および現地参加するコンテスト名（１）の記載内容に応じて、事業費や負担区分をご記入ください。
※以下の３つのコンテストは出品に消費税がかかるため、消費税分を除く必要があります。　　　　　　　　　　　①米・食味分析鑑定コンクール：国際大会　　　　　　　②全日本お米グランプリin北広島町　　　　　　　　　③大阪府民いっちゃんうまい米コンテスト
入力補助シート（Excel）のタブ「事業費計算シート」もご参照ください。

	コンテスト名
	出品
	現地参加

	米・食味分析鑑定コンクール：国際大会
	〇
	〇

	お米日本一コンテスト in しずおか
	〇
	〇

	全日本お米グランプリ in 北広島町
	〇
	

	あなたが選ぶ日本一おいしい米コンテストin庄内町
	
	

	大阪府民のいっちゃんうまい米コンテスト
	
	

	その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	


注　該当するものに○を付けること

（２）事業内容
	コンテスト名
	事業費（円）
	負担区分（円）
	備考

	
	出品料
	旅費
	合計
	県補助金
	市町村費
	その他
	

	米・食味分析鑑定コンクール：国際大会
	4,546
	11,800
	16,346
	10,896
	
	5,450
	除税額1,634円 うち県費1,089円

	お米日本一コンテスト in しずおか
	10,000
	17,673
	27,673
	18,447
	
	9,226
	除税額1,767円 うち県費1,178円

	全日本お米グランプリ in 北広島町
	9,091
	　
	9,091
	6,060
	
	3,031
	除税額909円 うち県費606円

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	53,110
	35,403
	
	17,707
	


注　「備考」の欄には、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち県費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。


４　補助金を払う口座情報振込先が銀行以外（JA等）は以下のとおり記入

例：茨城農業協同組合　銀行　

	銀行名
	　　茨城　　　　銀行　　　県庁　　　支店

	預金種目・口座番号
	１普通　　２当座　　３その他（　　）　口座番号

	口座名義（フリガナ）
	茨城太郎（イバラキタロウ）



５　関係書類
（１）コンテストの入賞実績が分かるもの
（２）旅費の算定根拠（民間の乗換検索サービスの写し等で可）
（３）出品費用の分かる資料（募集要項等、令和８年度の要項がない場合は令和７年度の要項でも可）


